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東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に

必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律の制定について

東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財

源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第１１８号）は平成２

３年１２月２日に公布され、同日から施行されることとされたので、次の事項に留意の

上、適切に運用されるようお願いいたします。

また、貴都道府県内市町村に対してもこの旨周知されるようよろしくお願いします。



第１ 法律の趣旨に関する事項

東日本大震災からの復興を図ることを目的として東日本大震災復興基本法（平成２３

年法律第７６号）第２条に定める基本理念に基づき平成２３年度から平成２７年度まで

の間において実施する施策のうち全国的に、かつ、緊急に地方公共団体が実施する防災

のための施策に要する費用の財源を確保するため、臨時の措置として個人住民税の均等

割の標準税率について、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の特例を定めることと

した（法１）。

第２ 個人の道府県民税及び市町村民税の税率の特例に関する事項

１ 個人の道府県民税

平成２６年度から平成３５年度までの各年度分の個人の道府県民税に限り、均等割

の標準税率（現行１，０００円）について、５００円を加算した額とすることとした

（法２①）。

２ 個人の市町村民税

平成２６年度から平成３５年度までの各年度分の個人の市町村民税に限り、均等割

の標準税率（現行３，０００円）について、５００円を加算した額とすることとした

（法２②）。

（備考）この通知においては、次のとおり略称を用いているので、留意願います。

「法」：東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に

必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律（平成23年法律第11

8号）


